（様式第４号）（第２条、第４条関係）

	実 務 に 関 す る 証 明 書

                                            　　　　　    　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     昭和・平成　　　年　　月　　日生

年　 度

在 職 学 校 名

在　職　期　間

職　名

職 務 内 容

担 任教 科

常勤、非常勤の別

備　　　　考

年度
　　年   月 　日から

　　年　 月 　日まで

年度
　　年　 月 　日から

　　年　 月 　日まで

年度
　　年　 月 　日から
年　 月 　日まで
年度
　　年　 月 　日から
年　 月 　日まで
年度
　　年　 月 　日から

　　年　 月 　日まで

年度
　　年　 月 　日から
年　 月 　日まで
年度
年　 月 　日から

　　年　 月 　日まで

上記のとおり良好な成績で勤務したことを証明します。

令和　　　年　　　月　　　日
実 務 証 明 責 任 者　                                                 eq \o (□,印)


	（備考）　１　年度ごとに１行ずつ記載すること。例　４月１日から翌年３月31日までの１年（年度の途中で新任又は転退職している場合はその期間）について、１行に記載すること。
例　4月1日から翌年の3月31日までの1年（年度の途中で新任又は転退職している場合はその期間）について１行に
記載すること。
　　　　　２　在職学校が特別支援学校の場合、在職学校名欄には、担任した小学部、中学部、高等部の別を併せて記載すること。
３　備考欄には、実際に勤務しなかつた期間及びその事由（兵役、長期の療養休暇等）を記載すること。


記載注意
　１　備考3の長期療養休暇等には、育児休業、休職等の期間も含まれるので、その期間も記入すること。

　２　大学附置の国立又は公立の学校の教員にあってはその大学の学長、市町村立の学校の教員にあってはその市町村の教育委員会、県内の県立の教員にあってはその学校の校長、県外の都道府県立学校の教員（市町村立学校の県費負担教員を含む。）にあってはその都道府県の教育委員会、私立学校の教員にあっては学校法人の理事長の証明を受けること。
